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1. はじめに 

 
 アメリカでは、女性や非白人の地位向上が重要な政策課題となってから早半世紀以上が経過

した。現代において、単にマイノリティを不平等解消のためだけに職場へと導くという発想は、

時代遅れなものとなっている。組織にとって成員の十分な多様性を確保することには、その平

等性という意義だけでなく、組織自体の人材的な“強み”を生みだすという意義をも内包され

ている。1980 年代以降に発展した「ダイバーシティ経営」、すなわち、人材の多様性を企業経

営に活かして企業の健全な成長につなげる戦略のもとで、女性の活躍は非常に重要な要素とな

っており(佐藤・武石編 2014)、安倍政権下でも女性の社会進出が盛んに叫ばれている。ところ

が、Hochschild は、2001 年の著書『タイム・バインド』（Hochschild 2001=2012）において、

そうした女性の社会進出が進んだ結果、会社の居場所化が進み、かえって家庭が彼女にとって

ストレスフルな場所になるという、「仕事と家庭の逆転」が起こったと指摘する。社会学、心理

学、経営学は、そうした家庭と仕事との葛藤がいかなるもので、いかなる精神的な影響を与え、

いかに仕事の成果や態度に影響を与えるのかに関して示唆を与えてきた。

Hochschild(2001=2012)は、そうした葛藤が時代を経て、家族のあり方自体にも悪影響を与え

ていることを指摘することで、ワークライフバランスの問題を多くの人々に認識させることに

なった(山口 2009)。女性の社会進出とワークライフバランスの問題が深く結びついているのは

日本の特徴である(山口 2009)が、従来の男性中心の「会社人間」的な働き方の転換や、さらな

る経済成長、人口減少、男女共同参画社会の実現といった関連する課題に対処するためにも、

よりよい形で機会均等を実現する政策の形成は喫緊の課題だと言えるだろう。 
ところで、女性の社会進出が早期に進んだアメリカにおいてすら、女性が組織のなかで活躍

し始めてからそれほど長い年月が過ぎているわけではない。当然、それには前史がある。かつ

て女性はエスニック・マイノリティと同様、職場において差別的待遇を受ける存在であった。
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アメリカでは、女性やエスニック・マイノリティに対するカテゴリカルな社会的不平等の問題

に対して、いかに機会均等政策が形成されてきたのか？本書は、80 年代から蓄積されてきた著

者とその共同研究者たちによる、経営者を対象とした膨大な量的調査と、人事担当者へのイン

タビュー調査、徹底的な関連文献調査によって、人事のエキスパートが機会均等政策をどのよ

うな理由で、いかにして構築していったのかを明らかにしていく。特に、企業の人事の思考と、

その外部環境の変化との相互作用に注目して機会均等制度の変化について長期にわたって一貫

した視点から考察しているという点において、本書は他に類をみない研究であり、2010 年のア

メリカ社会学会でマックス・ウェーバー賞(組織、職業と仕事部門)を受賞するなど、内外で非

常に高い評価を獲得している。本稿では、次節で著者の経歴を紹介し、それから、本書の内容

について紹介し、その方法論的視点の特質について考察を行う。 
 
 

2. 著者について 
 
 Frank Dobbin は 1980 年にオーバリン大学で学部課程を卒業後、1987 年にスタンフォード

大学で博士号(社会学)を取得、インディアナ大学で 1 年間、プリンストン大学で 15 年間の教員

生活を過ごした後、2003 年から現職のハーバード大学社会学部教授を務める。ちなみに、妻は

同じくハーバード大学教授で、アメリカにおけるブルデュー理論の批判的継承者のひとり

(Sallaz & Zavisca 2007)として知られる Michèle Lamont である。 
 スタンフォードで学位を受け、制度、不平等、経済社会学を研究し、John Meyer や Richard 
Scott といった面々と共著で論文を執筆していることからもわかるように、彼は社会学的新制

度主義(1)の影響を強く受けている。彼の最初の著作である、Forging Industrial Policy: United 
States, Britain, and France in the Railway Age(Cambridge 1994 年)は、アメリカ、イギリ

ス、フランスという３国の近代産業化戦略の差異を、その国の近代初期における政治システム

の差異、そして、その違いを背景に生まれた(文化のなかに埋め込まれた)合理性の差異にまで

さかのぼる歴史研究であり、1996 年のマックス・ウェーバー賞を受賞した。 
 また、彼はMark Granovetterが提唱した新しい経済社会学(2)の旗手の一人としても知られ、

2004 年には、経済社会学の重要文献を集めたリーディングスであるNew Economic Sociology: 
A Reader (Princeton 2004) と The Sociology of the Economy (Russell Sage 2004)を編集して

いる。そのなかで彼は、主に経済学の領分であると考えられている経済的行為の理論化に対し

て、社会学は４つの独自の視点から取り組んできたとしている。それは、①制度、②ネットワ

ーク、③権力関係、④認知であり(Dobbin 2004)、そのそれぞれに関して考察が加えられている。

このことからもわかるように、ドビンの研究者としての視野は、社会学的新制度主義の流れを

汲みながらも、それを超えて豊かに広がっている。 
 そのような彼の経歴にあって、本書はスタンフォードでの大学院生時代の 80 年代以来断続

的になされてきた、職場における雇用政策の変遷に関する研究の集大成と言える。 
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3. 本書の概要 
 

 本書は、以下の９つの章からなっている。 
 
1. Regulating Discrimination -The Paradox of a Weak State- 
2. Washington Outlaws Discrimination with a Broad Brush 
3. The End of Jim Crow –The Personnel Arsenal Put to New Purposes- 
4. Washington Means Business -Personnel Experts Fashion a System of Compliance- 
5. Fighting Biases with Bureaucracy 
6. The Reagan Revolution and the Rise of Diversity Management 
7. The Feminization of HR and Work-Family Programs 
8. Sexual Harassment as Employment Discrimination 
9. How Personnel Defined Equal Opportunity 

 
アメリカ政府は連邦制を採用し、中央政府が行使できる力は一般的に弱いとされている。機

会均等政策としてのアファーマティブ・アクション概念が初めて使用された 1961 年のケネデ

ィ大統領による大統領行政命令 10925 号にも連邦政府による強制力の弱さ、そこからくる規制

内容のあいまいさがよく表れている。しかし、その弱い政府が、推進する政策を結果的に広く

社会に浸透させることに成功するという逆転現象が生じてきた。1 章「差別の規制 弱い国家の

パラドクス」は、その“弱さ”こそが、逆に企業人事側の自由なアファーマティブ・アクショ

ン解釈とその実践を可能にし、各大企業における人事担当者の専門家間ネットワークを発達さ

せ、それを通して、むしろ特定の施策が広く社会に浸透するのを手助けしたのだという。結果

として、なぜそのような一見して逆説的な“強さ”が生まれるのだろうか？Dobbin & 
Sutton(1998)は、以下の 2 つの理由を挙げる。①政府が法的規制の表現を明確なものにしない

ために、法規制の対象となる組織は、訴訟沙汰を避けるためにコンプライアンスの明確な基準

を定めることにかなりの資源を投資しなければならず、②政府権力の正統性が不確かであるた

め、組織は、コンプライアンスを実施することに対して、正統性の源泉を政府権力に依るより

もむしろ、それ自体が持つ合理性に求めるようになるというものである。そして、この一連の

プロセスのなかで、政府からのあいまいな規制は、企業人事部の専門家ネットワークを通じて

それを承けた組織群の自律的で活発な運動を喚起する。ここに、本書が人事部という特定のア

クターに注目する理由がある。では、活動を喚起された企業人事側が、いかに規制の変化を解

釈し、機会均等政策を設計していったのかを章を追って概観しよう。 
2 章「ワシントンは大雑把なブラシで差別を禁じる」では、まず、ジェンダー、人種、エス

ニシティによって、システマティックに労働市場からのマイノリティの排除が行われていた公

民権運動以前における差別の構造が整理される。その後、1961 年に公布される強制力が弱く、

内容も曖昧な政府によるアファーマティブ・アクションの指示に対して、大企業を中心とした

民間の専門組織がいかに自発的に立ち上がったのかが描かれる。企業がそうした行動を起こし
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たのはなぜだろうか？それは、公民権運動の機運のなかで活動家や職員が自由に声をあげられ

るようになった一方、機会均等に関する政府の指示はあいまいで、司法の見解も一貫していな

いという、企業にとっては不確実性の高い状況下だったからである。 
3 章「ジム・クロウ法の終焉」では、60 年代を通して、機会均等を定義し、施策を実行する

主体が公民権運動の活動家から企業の人事に移行し、その人事管理者が３つの重要な具体的変

化をもたらしたという。それは、会社の差別禁止方針、マイノリティに対する特別な雇用プロ

グラム、彼らに対する上級職への訓練プログラムの導入である。これらは、ロッキード社が 61
年に先進的に定めたものであり、それが専門家ネットワークを通じてベスト・プラクティスと

して他の企業に拡散することで、60 年代の大きなムーヴメントとなった。企業にとって、こう

した施策を採用することは、法廷における優位を守ることを暗に意味し、不確実性を縮減する

機能を果たした。 
71 年にまた、大きな変化が起こったことが 4 章「ワシントンは面倒ごと」で述べられている。

著名なGriggs v. Duke Power Company訴訟とAlbemarle Paper Co. v. Moody訴訟において、

差別的意図がなかったとしても、“差別的効果”が見られる行為は罰せられると最高裁判所が差

別を再定義したのだ。法的な環境が変化すれば、その内部にいるアクターはその変化に適応し

なければならない。人事のエキスパートはいかにその変化に対応したのだろうか？結果として、

３つの政策が生まれる。それは、①新しいコンプライアンス部門を設立すること、②企業の多

角化に伴い、説明責任を個々の管理職に移管し、人事はそのチェックを行う機関にすること、

③苦情処理を企業に内部化することで訴訟を防ぐことであった。これらの政策もまた、大企業

のリーダーシップから生まれ、ネットワークを通じて拡散した。 
また、人事が機会均等のものさしを揃え、制度を官僚制化することで、ベスト・プラクティ

スをより具体的なものにしていったことが 5 章「官僚制で偏見と戦う」で論じられる。明確化

された職務試験、社内公募制、給与階級制、職階制、パフォーマンス評価などが人事制度の官

僚化のために実現化され、内部労働市場が整備された。こうして、民間企業は、職場における

公平性を象徴化するシステムを制度化していったのだ。 
内部労働市場の整備に関するこうした説明は、それに対する経済学的な説明の方法とは異な

るものである。一般的に、内部労働市場が発達しやすいのは、①規模が大きく、②特殊熟練を

要する技術的に発展した産業の組織だとされている(Doeringer & Piore 1985=2007)。しかし、

Dobbin et al.(1993)は、1955 年から 85 年までのアメリカにおける一連の内部労働市場整備の

ための施策拡大に大きく寄与しているのは、組織の規模の違いや技術的環境の違いよりもむし

ろ、64 年の公民権法制定や 71 年の Griggs v. Duke Power Company 訴訟といった制度的環境

の変化だという。前述したように、主に組織の人事部がそうした変化に対応した施策を生みだ

した。本書が人事部の外部環境の変化への対応を制度的変化に注目して歴史的に描いているの

には、そのような背景もあるのだ。 
ところで、80 年代に大きな転機が訪れる。レーガン大統領によるアファーマティブ・アクシ

ョン批判である。それまで続いた政府のアファーマティブ・アクション擁護の立場が一転した。

この変化に、人事はいかに対応したのかが、6 章「レーガンによる革命、そしてダイバーシテ
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ィ管理の台頭」で示される。人事は既存の機会均等政策を、内容を最小限の変化に留め、「ダイ

バーシティ管理」と意味づけなおすことで対応した。そこでは、多様性の涵養は、平等化のた

めではなく、多様な顧客のニーズにこたえるための視点を得たり、多様な視点から革新的なア

イディアを生み出したり、グローバル化に対応するための手段としてみなしたりするなどして、

純粋にビジネス的な目的のために行われるのだと主張された。それまでの、労働組合やマイノ

リティの仲介者(3)から、経営者にとってのビジネス・パートナーへと人事管理者の組織内での

役割が変化したのである。 
これらの変化が起こる過程で、もうひとつの大きな変化が人事自体に起こった。それが、人

事職の女性化である。これがいかなる制度的変化をもたらしたかが 7 章「人事職の女性化とワ

ーク・ファミリー・プログラム」で述べられる。もともと 60 年代に人事管理者の職にあった

のは労使関係の訓練を受けた白人男性であった。しかし、機会均等の意味やそれを実現するた

めのシステム、人事部の役割が変化・拡張するなかで、70 年代から人事職に占める女性の割合

が急増した。そのことにより、女性向けの支援施策である育児休暇、柔軟な雇用制度といった

制度が飛躍的に広がった。それだけではない。8 章「雇用差別としてのセクシュアル・ハラス

メント」では、Catharine MacKinnon らに代表される女性運動家からの煽りを受けて、セク

シュアル・ハラスメントが雇用上の差別であるという最高裁判決が下されて以降、女性化した

人事は、この見解を職場に取り入れたという。管理職向けのセクシュアル・ハラスメント講習

や、専用の苦情処理を制度化したのだ。そして、司法もその政策に追随した。かくして、外部

環境の変化をいかに人事が認知し、対応するのか、また、人事自体の変化がいかに政策に反映

されたのかが明らかとなった。 
以上で扱った変化は、その多くが制度上、もしくは認識上の変化である。実は、人事部が開

発したダイバーシティ政策が実際に経営の効率性を増したり、構成員の多様性に寄与したりし

ているのかは明らかではない(Tomaskovic-Devey 2010)。もちろん、Dobbin 自身もその問題に

は意識的であり、プログラムの効用を検討する研究も行っている(Sutton & Dobbin 1996, 
Kalev, Kelly & Dobbin 2006)。とはいえ、著者のこれまでの研究との関係で見て、本書で明ら

かになったことで重要なのは、機会均等政策が、誕生・成長しその後人的資源管理(Human 
Resource Management)へと変質する過程において、それが政府による介入ではなく、公平な

競争を実現するための不可欠なルールであり、さらに生産性を上げるために必要な装置である

と合理化されていく点である。なにもこれは機会均等政策だけに限った話ではない。

Dobbin(1994; 2001)は、反トラスト法に関しても同じロジックが適用されており、フランス、

イギリスと産業化時代初期の鉄道政策を比較するなかで、それがアメリカの初期の政治体制を

反映したものであると示唆している。語られる合理性自体が特定の文脈のなかに埋め込まれた

形で現れ、それをもとに政策が具現化されるのだ。また、Hofstede et al. (2010=2013)は、組

織の合理性は国民性(4)で決まるという。そして、「人々の主観的かつ文化的なニーズに見合うよ

うに組織が構造化されている」(Hofstede et al. 2010=2013: 285)。アメリカの経営組織の構造

には、強い個人主義、男性らしさ、そして短期志向などのアメリカの国民文化の側面が影響を

与えている。たとえば、本書でも登場した苦情処理経路の設置は権力格差が小さく、不確実性
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の回避が強くないというアメリカの文化的な影響を色濃く表している(Hofstede et al. 
2010=2013: 310)。Dobbin と Hofstede らの説明はそれぞれの視点こそ異なるが、共通して、

合理性の文脈依存性、また、他の(国民)文化のロジックで構築された政策を別の文化へ移殖す

ることの難しさを示唆している。本書は、単に公民権運動後のアメリカにおける人事担当者に

注目した機会均等政策、ファミリー・フレンドリーな政策の形成史として読むこともできるが、

同時に、アメリカの特殊性を強く意識した研究でもある。長いスパンをとった歴史研究でなけ

れば、単なる認識の差異だけではなく、文化のなかに埋め込まれている、そのような認識の差

異を生む論理の一貫性を摘出することは難しかっただろう。まさに、20 年以上の歳月をこのテ

ーマと分野に捧げている著者であるからこそ可能となった重厚な研究である。 
 
 

4. 考察 
 
 本書の独自性のいくつかに関しては、“本書の概要”でも適宜触れてきた。以下では、特に、

著者も学んだスタンフォード大学を中心として発展してきた社会学的新制度主義の従来の立場

から見た本書の独自性について考察したい。 
“著者について”でも述べたが、本書の理論的独自性は、社会学的新制度主義に軸足を置き

ながらも、その理論的な欠点を補うために、多様な視点を導入している点にある。たとえば、

Stryker(2010)は、本書の学問的意義が、新制度派的な認知‐文化メカニズムに、政治的制度主

義が強調する戦略的資源動員アプローチを融合させた点にあると述べている。 
 社会学的新制度主義の詳しい説明に関しては、その功罪を含めて、論じているものが多数あ

るので、それらを参照されたい(たとえば、佐藤＆山田(2004)、金子(1993)、山田(2003)、伊藤

(2002)など)。重要なのは、(1)組織は常に外部環境との相互作用のなかで存在意義をつくりだし

(オープン・システム論)、(2)社会の成員によって共通に認知される信念体系を体現する(制度化)
ようになった(Meyer & Rowan 1977)結果、特定の社会、もしくは組織フィールド内の組織は、

似通った構造を持つようになる(制度的同型化；DiMaggio & Powell(1983))ということである。

著者が本書で述べる、訴訟という大きな不確実性への対処としての、特定の人事政策のベスト・

プラクティス化と拡散、合理的規範化は、明らかに新制度派の理論を背景としたものである。 
 ただし、社会学的新制度主義には、多くの賞賛と共に、多くの批判が寄せられてきた。その

なかから代表的なものをいくつか挙げよう。 
 

 制度の生成や変化についての分析の甘さ 
 マクロレベルの分析への傾斜と組織レベルの分析の甘さ 
 組織や個人の利害関心と主体的な行為能力の軽視 
 組織の合理的でない側面の過度な強調 

 
批判者から見れば、新制度派の人間観は「過剰に社会化された」モデルに映る。そこで 
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は、個人や組織といった主体よりも、よりマクロな社会構造や、共有された神話の解明が分析

の際に重要になるが、それは、主体の能動的な行為やその戦略性を考慮しなくてもいいという

ことではない(5)。 
 上記の批判に対応して、著者はいかなる新しい視点を導入したのだろうか？順に説明してい

こう。 
 
① 制度の生成や変化についての分析の甘さに対して 
 この点に関して、著者の対応は徹底している。前述したように、公民権法の制定や司法判断

の変化、政権の見解の変化といった変動する外部環境に対応する人事担当者という明確なアク

ターを定めることで、政治的アクターの役割や制度的要因が政策結果に作用する過程(伊藤 
2002: 156)を十分に追うことができる。また、外的要因だけでなく、組織内的変化による制度

変化にも気が配られている。不平等問題への組織論的アプローチ研究をレビューした

Stainback, Tomaskovic-Devey & Skaggs(2010)は、人事部自体の内的変化＝人事部の女性化が、

女性の社会進出のための人事政策の推進にプラスに影響した側面も指摘している。また、

Scott(2008)によれば、社会学的新制度主義は制度の安定を説明することを得意としてきたが、

近年はむしろ制度の変化や崩壊を説明する研究が注目されているという。 
 
② 組織や個人の利害関心と主体的な行為能力の軽視に対して 
 著者の依拠する「弱い政府の強さ」モデルにおいては、各主体は制度的環境に黙従するので

はなく、むしろ、活発にあいまいな課題に対する定義活動や講じた対策の合理化を行うことが

想定される。また、Stryker(2010)は、特に、外的な環境に対する人事部の戦略的資源動員に着

目することで、人事政策の意味の変化がうまく説明されているとしている。ゆえに、人事担当

者というアクターがどのような葛藤を経て政策を生みだしているのかという点には視線が行き

届いている。 
  
③組織の合理的でない側面の過度な強調に対して 

Scott(1995=1998; 2008)は、初期の社会学的新制度主義の研究が制度の構造と形態が非合理

的(irrational)ではないとしても、没合理的(nonrational)な性格を有しているという見方をとっ

ていたが、時間が経つにしたがって合理性と制度的行動との関係に関する見解が変化してきた

という。現れたのは、合理性のルール自体が制度のプロセスのなかで設定され、異なる制度間

でその在りようが異なるという見方だ。そのなかでは、Swidler(1986)が言う、道具箱のなかの

特定の道具を“合理的に”選択して使用する主体モデルがより適切だろう。ただしその合理性

自体は、普遍的なものではなく、文化によって構成された「埋め込まれた」合理性(6)である。

本書で描かれる企業人事担当者の行動は、まさに Swidler(1986)が示唆する主体モデルに適っ

たものだといえる。人事担当者は、その時代ごとの施策の道具箱から戦略的に道具を選び出し

て機会均等を「設計」し、時には、その正統性を構築する主体でさえあった。 
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 これらの新たな視点は、社会学的新制度主義が陥りがちであった原子化された主体を想定し

た「過剰に社会化された」モデルからうまく逃れるための道具である。“著者について”でも述

べたように、社会学は、①制度、②ネットワーク、③権力関係、④認知という４つの独自の視

点から経済的行為の分析に取り組んできた。Dobbin(2004)は、それぞれ個別に 4 つの視点を用

いるのではなく、4 つの視点の相互関係から経済現象の形成、維持、変化の過程を説明する「統

合モデル」を提唱している。本書もまた、「統合モデル」に基づいて構成されている。Scott(2008)
は、社会学的新制度主義が“成人期”にあるという。さらなる発展のためには、他の視点との

より有意義な協働が必要であろう。本書は、その意味で非常に豊かな例を示した研究であった

ことは間違いない。 
 

 
〈注〉 

 
(1) ここでは、新制度派経済学や政治学における歴史的制度論と区別するために、社会学的新

制度主義という呼称を用いる。それぞれの理論の概要および立場の違い等については、河野

(2002)などを参照。 
(2) 近代化によって、前市場社会で社会関係に深く埋め込まれていた個人は、より自律的に行

動するようになったと多くの社会科学者は考える。主に新古典派経済学で掲げられる、合理

的な、多少原子化された、自己の利害を追求する人間観は、そんな想定のもとで一定の説得

力を持った。しかし、Granovetter(1985=1998)は、「非市場社会における経済行動の埋め込

みのレベルは実体主義と開発理論が主張するよりも低く、彼らが信じるほどには「近代化」

に伴って変化しなかった」(P. 241)と主張する。また、「過小社会化と過剰社会化による社会

秩序の問題の解決は、直接の社会的コンテクストから行為者を原子化することにおいて融合

する」(P.244)。 
彼のなした転職行動の研究(Granovetter 1973=1998)は、まさに、人間の経済的行為が人

的ネットワークに埋め込まれていることを証明している。過剰に社会化されたモデルを提唱

していた論者の言う「文化」に代わって、「埋め込み」概念を用いることで、Granovetter
は主体の原子化を防ごうとしたのだ。特に、過小に社会化された行動モデルによってしばし

ば説明され、かつ、社会学者が本気になって説明することを避けてきたトピックである経済

的行為(P. 270)に対して、過剰に社会化されたモデルに陥ることを避けつつ、社会構造が与え

る影響を考察するのが新しい経済社会学のテーマであろう。 
(3) やや意外に思えるかもしれないが、管理部門として本社に強力な人事部を有することが多

い日本企業とは反対に、アメリカでは、企業内における人事部の地位はあまり高くない

(Jacoby 2005=2005; Lazear 1998=1998)。アメリカで人事の経済学が体系化され、ビジネス

スクールの必修科目となったのはそれほど昔のことではない(Lazear 1998=1998)。本書でも

触れられるように、経営者のビジネス・パートナーとして人事部が意識されるようになった

のは 80 年代以降である。それ以前では、人事部が力は小さいにせよ、多くの企業に設置さ

れるようになったのは、1935 年のワーグナー法の制定後である(Jacoby 1985=1989)。以降

しばらくの間、戦闘的な労働組合に対する企業側の窓口として人事部が機能するが、それは

当然ビジネス目的ではなかった。労働組合運動が沈静化して以降、人事部の職務対象は、本

書で詳述される活動へとシフトしていくことになる。 
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(4) Hofstede らは世界４０ヵ国の IBM 従業員のデータを基に、国民文化の差異を明らかにしよ

うとした。その際に権力格差指標、個人主義の度合いに関する指標、男性らしさ―女性らし

さに関する指標、不確実性の回避の指標という４つの指標が尺度として用いられた。 
(5) 社会学的新制度主義の流れを汲み、「過剰に社会化された」人間モデルを批判したものとし

ては、Swidler(1986)や Oliver(1991)などが挙げられる。 
(6) この意味で、社会学的新制度主義の合理主義観は Durkheim の『宗教生活の原初形態』に

強く影響されている(Dobbin 2009)。また、Dobbin(2001)は、経済的行為が制度的環境に埋

め込まれているだけではなく、制度的環境自体が歴史のなかに埋め込まれていることを指摘

している。著者が歴史社会学的な方法を好む大きな理由であろう。 
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